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株式会社 セブン＆アイ・ホールディングス 上場取引所　東京証券取引所（第一部）

本社所在都道府県　　東京都

（ＵＲＬ　http://www.7andi.com）

代表取締役社長　最高執行責任者（ＣＯＯ） 村田　紀敏

問合せ先責任者 取締役　最高財務責任者（ＣＦＯ） 氏家　忠彦 ＴＥＬ　(03) 6238-3000

決算取締役会開催日　　

米国会計基準採用の有無 無

１．１９年２月期の連結業績　 （平成18年3月1日～平成19年2月28日）

(１)連結経営成績 （金額は百万円未満切捨）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

①持分法投資損益　 　　 19年2月期 18年2月期

②期中平均株式数(連結) 19年2月期 18年2月期

③会計処理の方法の変更 無

④当社の設立は平成17年9月1日ですが、平成18年2月期の連結財務諸表は期首（平成17年3月1日）に設立された

   ものとみなして作成しております。

⑤営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率。尚、決算短信(連結)は

　 前連結会計年度より作成しておりますので、平成18年2月期の対前期増減率は記載しておりません。

⑥平成18年2月期の1株当たり当期純利益及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益の計算にあたっては、期首

 　（平成17年3月1日）に設立されたものとみなして計算した期中平均株式数を使用しております。

⑦平成18年2月期の自己資本当期純利益率及び総資産経常利益率は期末の自己資本及び総資産にて算出して

   おります。

(２)連結財政状態

％ 円 銭

期末発行済株式数(連結) 19年2月期 18年2月期

(３)連結キャッシュ・フローの状況

(４)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数　80社　　持分法適用非連結子会社数　-社　　持分法適用関連会社数　12社

(５)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結 （新規） 7 社 （除外） 3 社 持分法 （新規） 2 社 （除外） 1 社

２．２０年２月期の連結業績予想　 （平成19年3月1日～平成20年2月29日）

％ ％ ％ 百万円 ％

1株当たり予想当期純利益(通期) 157円　31銭

営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率     
※上記の予想は、本資料の発表日現在における将来の見通し、計画のもととなる前提、予測を含んで記載して
おります。実際の業績は、今後様々な要因によって上記予想とは異なる結果となる可能性があります。
なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の10ページを参照してください。
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企業集団の状況

　当社グループは、当社を純粋持株会社とする94社（当社を含む）によって形成される、流通業を中心とする企業

グループであり、主としてコンビニエンスストア事業、スーパーストア事業、百貨店事業、レストラン事業および金融

関連事業を行っております。

　各種事業内容と主な会社名および会社数は次のとおりであり、当区分は事業別セグメント情報の区分と一致して

おります。

㈱セブン－イレブン・ジャパン、 7-Eleven, Inc.

セブン－イレブン北京有限会社 連 結 子 会 社 33社

SEVEN-ELEVEN (HAWAII), INC.、SEJ Finance LLC*2、 非連結子会社 1社

SEJ Service LLC*2、WHP Holdings Corporation*3 関 連 会 社 4社

White Hen Pantry, Inc.、Pantry Select, Inc. 計 38社

タワーベーカリー㈱*1

㈱イトーヨーカ堂、㈱丸大

華糖洋華堂商業有限公司、成都伊藤洋華堂有限公司

㈱ヨークベニマル、㈱ライフフーズ、㈱スーパーカドヤ

㈱ヨークマート、㈱サンエー 連 結 子 会 社 14社

北京王府井洋華堂商業有限公司

㈱ロビンソン百貨店、㈱メリーアン

㈱オッシュマンズ・ジャパン、アイワイフーズ㈱

㈱ミレニアムリテイリング*4

㈱そごう、㈱西武百貨店、㈱シェルガーデン

㈱ミレニアムキャスティング、㈱池袋ショッピングパーク 連 結 子 会 社 13社

㈱八ヶ岳高原ロッジ、㈱ごっつお便 関 連 会 社 6社

㈱地域冷暖房千葉、㈱ロフト*1、6、 計 19社

㈱スカイプラザ柏*1、㈱ケイ・エスビル*1、㈱千葉センシティ*1

㈱柏駅前ビル開発*1、㈱大宮スカイプラザ*1

㈱セブン＆アイ・フードシステムズ*5

㈱デニーズジャパン、㈱ファミール、ヨーク物産㈱

㈱セブン銀行、㈱アイワイ・カード・サービス

㈱ＳＥキャピタル

㈱ヨークインシュアランス

㈱セブン＆アイ・フィナンシャルセンター

㈱セブン＆アイ出版、㈱ＩＹリアルエステート

㈱ヨーク警備、㈱セブンドリーム・ドットコム

㈱セブン・ミールサービス、㈱テルベ 連 結 子 会 社 11社

㈱セブン＆アイ生活デザイン研究所 関 連 会 社 2社

セブンアンドワイ㈱、㈱モール・エスシー開発 計 13社

㈱エス・ウィル、アイング㈱*1

ススキノ十字街ビル㈱*1

(注) ＊1 上表主な会社名欄に掲げられているタワーベーカリー㈱、㈱ロフト、㈱スカイプラザ柏、㈱ケイ・エスビル、㈱千葉センシティ、
　　　㈱柏駅前ビル開発、㈱大宮スカイプラザ、アイング㈱、ススキノ十字街ビル㈱は、関連会社であり、その他はすべて連結
　　　子会社であります。
＊2　SEJ Finance LLC および SEJ Service LLC は、７-Eleven, Inc.の持株会社であります。
＊3　WHP Holdings Corporationは、White Hen Pantry, Inc.およびPantry Select, Inc.の持株会社であります。
＊4　㈱ミレニアムリテイリングは、㈱そごうおよび㈱西武百貨店等の持株会社であります。
＊5　㈱セブン＆アイ・フードシステムズは、平成19年3月1日に㈱デニーズジャパン、㈱ファミール、ヨーク物産㈱の持株会社
　　　となりました。
＊6　㈱ロフトは、平成19年3月23日付で、株式取得により連結子会社となりました。

主　な　会　社　名

(14社)

そ の 他 の 事 業 (13社)

コ ン ビ ニ エ ン ス ス ト ア 事 業 (38社)

ス ー パ ー ス ト ア 事 業

レ ス ト ラ ン 事 業 (4社)

連 結 子 会 社

事 業 内 容 等 会 社 数

5社

百 貨 店 事 業

金 融 関 連 事 業 (5社)

(19社)

連 結 子 会 社 4社
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事業の系統は概ね次の図のとおりであります。

システムズ

㈱池袋ショッピングパーク

WHP Holdings Corporation

White Hen Pantry, Inc.

Pantry Select, Inc.
北京王府井洋華堂
            商業有限公司

㈱ロビンソン百貨店

㈱メリーアン

㈱オッシュマンズ・
　　　　　　　　ジャパン

アイワイフーズ㈱

㈱エス・ウィル

アイング㈱

連結子会社 2 4 社 連結子会社 4 社 ススキノ十字街ビル㈱
非連結子会社 1 社
関連会社 3 社 連結子会社 1 社

ＡＴＭ設置 ＡＴＭ設置 リース等 ＡＴＭ設置

リース リース リース

不動産賃貸等 不動産賃貸等 不動産賃貸等

　

㈱セブン銀行 ㈱アイワイ・カード・サービス ㈱ＳＥキャピタル

㈱ヨークインシュアランス ㈱セブン＆アイ・フィナンシャルセンター

連結子会社 持分法適用関連会社

（注） １． コンビニエンスストア加盟店は、㈱セブン－イレブン・ジャパン 又は 7-Eleven, Inc. と加盟店基本契約を締結している

独立した事業体であります。

２． ㈱セブン銀行は2月末時点で、グループ各店に12,101台のATMを設置しております。

㈱セブン&アイ・フード

○

○

○㈱ファミール

㈱ヨークマート

○

○ SEJ Service LLC 

○

★ タワーベーカリー㈱

㈱セブン＆アイ・ホールディングス（純粋持株会社）

㈱シェルガーデン○

㈱ミレニアムリテイリング ㈱イトーヨーカ堂

○
                有限公司

店舗内○

○

㈱千葉センシティ

★㈱柏駅前ビル開発
○

○

★

★㈱スカイプラザ柏

㈱ロフト

○

○

○

㈱ごっつお便

㈱地域冷暖房千葉

㈱ケイ・エスビル

成都伊藤洋華堂

㈱八ヶ岳高原ロッジ

出店等

○

                有限公司

○

㈱スーパーカドヤ○

華糖洋華堂商業

㈱大宮スカイプラザ

○

★

○

★

㈱ライフフーズ

㈱ヨークベニマル

★

㈱サンエー

○

○㈱デニーズジャパン
㈱西武百貨店

　　　　　北京有限会社

㈱ミレニアムキャスティングSEVEN-ELEVEN

○

○

○

○

○

　　　　　　　　　ジャパン
㈱丸大㈱そごう○

○
セブン－イレブン

コンビニエンスストア
加盟店（注１）

　加盟店基本契約

○

○

コンビニエンスストア事業 百貨店事業

㈱セブン－イレブン・○

○ 7-Eleven, Inc.

　　　　(HAWAII), INC.

SEJ Finance LLC 

○

○

スーパーストア事業

○

○

○

商品
供給

　
　
商
品
供
給
・
店
舗
賃
貸
・
警
備
請
負
等

レストラン事業

ヨーク物産㈱

㈱セブン＆アイ出版

○

○

その他の事業

○

○

○

                   ドットコム

㈱ＩＹリアルエステート

㈱セブンドリーム・

㈱ヨーク警備

○

㈱セブン・ミールサービス

セブンアンドワイ㈱

㈱セブン＆アイ生活
         デザイン研究所

㈱モール・エスシー開発○

○ ㈱テルベ

○

商品供給等

他 他

金融関連事業

○

★

★

他

○ ★

○○

○
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経営方針 
 

１．経営の基本方針 

当社は、平成 17 年 9 月 1 日に、株式会社セブン-イレブン・ジャパン、株式会社イトーヨーカ堂、株式会社

デニーズジャパンの 3 社の共同株式移転により設立された純粋持株会社です。流通業を中心として、傘下

に約 90 社の事業会社を擁する当社は、お客様のニーズ、マーケット、そして急速な社会の変化に迅速に

対応し、業務改革、事業構造の革新を不断に進め、グローバルな「新・総合生活産業」を目指してまいり

ます。 
 

（設立の目的） 

当社設立以前にも、グループ各社は、「変化への対応と基本の徹底」をスローガンとして、お客様の立場に 

立った商品・サービスの提供に努め、企業価値の向上を図ってまいりました。しかしながら、急速な社会の変化に

迅速に対応し、事業ポートフォリオの最適化による企業価値の最大化を図るためには、持株会社の設立が   

不可欠と判断いたしました。 

当社は、ガバナンスの強化とグループシナジーの追求によりグループ企業価値の最大化に努めるとともに、 

グループを代表する上場会社としてステークホルダーに対する説明責任を果たしてまいります。また、各事業 

会社は与えられた事業範囲における責任を全うし、各々の自立性を発揮しながら、利益の成長及び資本効率の

向上を追求してまいります。 

 

＜社 是＞ 

・私たちは、株主に信頼される、誠実な企業でありたい。 

・私たちは、お客様、取引先、地域社会に信頼される、誠実な企業でありたい。 

・私たちは、社員に信頼される、誠実な企業でありたい。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

当社は、利益向上に見合った利益還元を行うことを基本方針としております。配当金額については年間 50 円

をベースとし、目標連結配当性向 35％を維持しつつ更なる向上を目指してまいります。内部留保金については

明確な投資基準に基づいた積極的な既存事業への投資を行うとともに、新規事業への投資による事業再編を

実施してまいります。 

尚、当期の期末配当金については1株当たり 27円とさせていただく予定であり、中間配当金1株当たり 25円

と合わせて年間では 1株当たり 52 円となる予定です。 

 

３．目標とする経営指標 

 当社は、グループ企業価値最大化のための経営目標として、連結営業利益及び連結自己資本当期純利益率

（ＲＯＥ）を重視しております。 

 

４．中長期的な経営戦略および対処すべき課題 

当社は「新・総合生活産業」を目指し、シナジー効果の追求によるグループ企業価値の最大化を推進

してまいります。その目的達成のため、以下の３点の行為計画を掲げております。 
 

（1）新規事業を中心とした事業再編の推進 

（2）事業再編推進のための財務戦略の構築 

（3）グループ機能の高度化 
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① 調達、物流、商品開発、販売等における、マーチャンダイジング面でのシナジー効果の追求 
② 高付加価値サービスの提供とコスト削減を目指した管理部門の統合 
③ 知的財産の一元管理 
④ ＣＳＲを重視した企業行動の徹底 
 

 特に、グループマーチャンダイジングにおいては、グループ全体で持つ「強さ」の共有と一層の向上を

目指して設置したグループシナジー委員会と、その下部組織であるグループＭＤ部会により、グループ

各社の事業インフラの活用を進める体制を整備しております。また、グループ内におけるシステム統合を

推進し、投資・運用コストの低減を図るとともに、グループ内で情報を共有することで、マーチャンダイジン

グにおける精度の向上と一層のスケールメリットの活用を図ってまいります。 

 
５．親会社等に関する事項 

当社は親会社等を有していないため、当項目に記載すべき事項はありません。 

 

６．その他、会社の経営上の重要な事項 

該当する事項はありません。 
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経営成績及び財政状態 
 

１．経営成績 

（当期の概況） 

平成19年2月28日に終了いたしました当期の経営環境は、企業収益の改善や設備投資の増加などから

景気は回復基調にあったものの、冷夏や暖冬など天候不順の影響もあり個人消費は依然として厳しいまま

推移いたしました。 

このような環境において、当社はグループ企業価値の最大化を目的として株式会社ミレニアムリテイ   

リングや株式会社ヨークベニマルの完全子会社化を実施するとともに、レストラン事業の統合・再編に向け

株式会社セブン＆アイ・フードシステムズを設立するなど、事業領域の強化を進めてまいりました。また、  

グループシステム統合の推進や、グループ事業会社間での事業インフラの共有などシナジー効果実現に

向けた取り組みにも注力してまいりました。 

 

【連結業績概況】 

営業収益は、百貨店事業の業績が新たに連結対象となったことや北米のコンビニエンスストア事業の 

大幅な増収などにより、5兆3,378億6百万円（前期比37.0％増）となりました。 

営業利益は、百貨店事業の業績が新たに連結対象となったことやスーパーストア事業の増益などにより

2,868億3千8百万円（同17.1％増）となりました。 

経常利益は、営業利益の増益により、2,820億1千6百万円（同13.7％増）となりました。 

当期純利益は、経常利益の増益と特別損失の前期に対する減少などにより、1,334億1千9百万円   

（同51.7％増）となりました。 

 

（平成 19 年 2 月期連結業績） （単位： 百万円） 

平成 19 年 2 月期 平成 18 年 2 月期  

金額 前期比 金額 前期比 

営業収益 5,337,806 37.0%増 3,895,772 7.5%増

営業利益 286,838 17.1%増 244,940 15.6%増

経常利益 282,016 13.7%増 248,110 19.1%増

当期純利益 133,419 51.7%増 87,930 411.1%増

（注）平成18年2月期の前期比は、平成17年2月期のイトーヨーカ堂連結業績に対する伸び率を表示。 

 

（事業のセグメント別の営業概況） 

当期の事業のセグメント別の営業概況は以下の通りです。平成 18 年 9 月に完全子会社化いたしました

株式会社ヨークベニマルの下期の業績はスーパーストア事業に含んでおります。事業セグメント区分の詳細

については、「企業集団の状況」をご参照下さい。 
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 （事業のセグメント別営業収益）                                   （単位： 百万円） 

平成 19 年 2 月期 平成 18 年 2 月期  

金額 前期比 金額 前期比 

コンビニエンスストア事業 2,249,648 11.6%増 2,015,236 11.6%増

スーパーストア事業 1,882,935 11.6%増 1,687,734 2.8%増

百貨店事業 988,357 － － －

レストラン事業 121,683 1.9%減 124,025 1.7%減

金融関連事業 100,295 21.9%増 82,289 34.4%増

その他の事業 32,340 63.5%増 19,780 15.0%増

消去又は全社 △37,454 － △33,294 －

合 計 5,337,806 37.0%増 3,895,772 7.5%増

 

 （事業のセグメント別営業利益）                                   （単位： 百万円） 

平成 19 年 2 月期 平成 18 年 2 月期  

金額 前期比 金額 前期比 

コンビニエンスストア事業 206,090 1.8%減 209,815 7.4%増

スーパーストア事業 29,170 89.6%増 15,381 96.8%増

百貨店事業 26,772 － － －

レストラン事業 931 64.5%減 2,625 27.5%減

金融関連事業 24,547 42.1%増 17,278 219.9%増

その他の事業 1,621 100.7%増 808 282.2%増

消去又は全社 △2,296 － △968 －

合 計 286,838 17.1%増 244,940 15.6%増

（注）平成18年2月期の前期比は、平成17年2月期のイトーヨーカ堂連結業績に対する伸び率を表示。 

 

①コンビニエンスストア事業 

国内における出店は、基本戦略である「高密度集中出店方式」に基づき、既存出店地域での新規出店

を継続するとともに、商圏の変化に対応するための立地移転を引き続き実施いたしました。その結果、国内

店舗数は 34 都道府県で 11,735 店舗（前期末比 425 店舗増）となりました。 

商品面では、当社グループ店舗でしか手に入らない差別化商品の導入や地域限定商品の一層の拡充

に引き続き注力いたしました。また、主力のファスト・フードにおける保存料・合成着色料の不使用はもとより、

サンドイッチや焼きたてパンに含まれるトランス脂肪酸の低減やリン酸塩の排除など、安心・安全な商品の

提供にも取り組みました。また、当社グループのスケールメリットを活かした商品調達を推進することで、  

調達コストの削減にも努めました。 

店舗運営面では、発注精度の向上、店ごとに異なる客層に対応する品揃えの実現、当社グループ独自

の電子マネー「ｎａｎａｃｏ
ナ ナ コ

」を展開するための基盤整備を目的として、第6次総合情報システムの全店への 

導入を平成19年3月に完了いたしました。 

海外においては、米国の7-Eleven, Inc.が、シカゴ地区で約200店舗のコンビニエンスストアを運営する

White Hen Pantry, Inc.を買収するなど店舗網の拡大に注力するとともに、フランチャイズ店の拡充を推進 

いたしました。その結果、北米における店舗数はフランチャイズ店の3,828店舗（前期末比320店舗増）を 

含む6,050店舗（同221店舗増）となりました。加えて、約800店舗の改装を実施し、既存店舗の活性化にも

積極的に取り組みました。商品面では、ファスト・フードの売上が順調に推移したことに加え、原油価格の 
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上昇によりガソリンの売上も前期に対し増加いたしました。 

セブン-イレブン北京は中国北京市に50店舗（前期末比20店舗増）を出店しており、今後のフランチャ  

イズ展開に向けてのシステム整備を進めております。 

上記の結果、当期のコンビニエンスストア事業の営業収益は2兆2,496億4千8百万円（前期比11.6%増）、

営業利益は2,060億9千万円（前期比1.8％減）となりました。尚、海外のエリアライセンシー（7-Eleven, Inc.よ

り、限定されたエリアでセブン-イレブンを運営するライセンスを与えられた企業）の店舗を含めた世界の  

セブン-イレブン店舗数は17の国や地域において、31,835店舗（前期末比2,129店舗増）となりました。 

 

②スーパーストア事業 

国内における総合スーパー事業の店舗数は、亀有（東京都）、八尾（大阪府）へのモール型ショッピング

センター「アリオ」の出店を含む 3 店舗の開店と「イトーヨーカドー」の 7 店舗の閉店により、174 店舗（前期 

末比 4 店舗減）となりました。 

食品分野においては、地域ごとの契約農家からの地場野菜やお客様が生産者をトレースできる「顔が見

える食品。」の販売拡大、産地から直送する近海ものの鮮魚の仕入れ強化など、味・鮮度・安全性をアピー

ルすることで売上の向上に努めました。衣料品分野においては、独自開発によるプライベートブランドの  

導入に引き続き注力するとともに、メーカーとの共同開発によるイトーヨーカドー専用商品の積極的な展開も

推進いたしました。また、お客様の年齢層やファッションへの志向に対応した売場づくりにも努めました。 

店舗運営面では、立地特性にあった品揃えを強化するとともに、社内ライセンス制度の拡充による生鮮

品の加工技術や販売における接客技術の向上に取り組みました。 

また、新たな販売チャネルの確立を目的として、お客様にインターネットで注文いただいた商品をご自宅

までお届けする「アイワイネット」を当期末現在で 9 店舗において実施しております。今後、更なる利便性の  

向上を目的として実施店舗の拡大を予定しております。 

国内の食品スーパー事業においては、平成 18 年 9 月 1 日に完全子会社化した株式会社ヨークベニ  

マルが東北地方を中心に 128 店舗（前期末比 12 店舗増）を運営しております。また、関東地方を中心に 

店舗を展開する株式会社ヨークマートは 58 店舗（同 1 店舗増）を運営しております。 

海外においては、中国北京市に 6 店舗（前期末比 1 店舗増）の総合スーパーと 1 店舗（同１店舗減）の 

食品スーパーを、また、四川省成都に2店舗（同店舗増減なし）の総合スーパーを展開しております。これら

店舗の売上は、それぞれの地域のお客様に喜ばれる店づくりに努めることで順調に推移しております。 

上記の結果、当期のスーパーストア事業の営業収益は1兆8,829億3千5百万円（前期比11.6%増）、営業

利益は291億7千万円（前期比89.6%増）となりました。 

 

③百貨店事業 

当期より新たに連結対象となった百貨店事業においては、株式会社そごうが 12 店舗、株式会社西武  

百貨店が 16 店舗のあわせて 28 店舗を展開しております。 

収益性の改善に向けた取り組みとしましては、店舗構造改善（大規模店舗改装）をそごう千葉店と西武 

百貨店有楽町店、秋田店で実施いたしました。そごう千葉店においては「お遊びに、お買い物に。『そごう

遊覧百貨店』」というコンセプトのもと、百貨店と 4 つの専門館からなる複合商業施設を展開し、千葉県を 

中心とした広範囲のお客様にむけてフルラインアップでの品揃えの提案を強化いたしました。西武百貨店

有楽町店においては働く女性のライフスタイルをサポートする「キャリアライフスタイルストア」というコンセプト

のもと、日本初の「ビューティー＆ヘルスケア」に特化した「ビューティー館」と、新進デザイナーズブランドや

新業態セレクトショップを積極的に導入した「ファッション館」を展開するなど、トレンド発信基地としてより  

特徴のある店づくりに注力いたしました。更に、守りから攻めへの展開を明確にし、商品を軸として地域別・

店舗別にマーケットや競合与件を踏まえたきめ細かな店舗運営も推進いたしました。 
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上記の結果、当期の百貨店事業の営業収益は9,883億5千7百万円、営業利益（当社連結決算における

連結調整勘定償却などの調整後）は267億7千2百万円となりました。 

 

④レストラン事業 

ファミリーレストラン「デニーズ」を運営する株式会社デニーズジャパンは、585店舗（前期末比2店舗増）を

展開しております。 

店舗運営面では、店舗オペレーションの見直しや改装を実施するなど、居心地の良いレストランを目指し

た接客サービスと雰囲気の向上に取り組みました。また、旬の素材を使用した料理、季節やお客様の   

ニーズを先取りしたメニューを提案するとともに、原材料のトレーサビリティの確立や低アレルゲンメニューの

開発を推進することにより、安心・安全な商品の提供にも努めました。加えて、新たな業態の試験的な導入

を開始するなど変化するお客様のニーズにあわせたレストランづくりにも着手いたしました。 

以上の取り組みを実施いたしましたが、天候不順などの影響もあり、当期のレストラン事業の営業収益は

1,216億8千3百万円（前期比1.9％減）、営業利益は9億3千1百万円（前期比64.5%減）となりました。 

尚、平成19年１月10日に株式会社セブン＆アイ・フードシステムズを設立いたしました。今後は、グルー

プ内におけるレストラン事業の統合・再編を進めることで効率性の改善を図るとともに、新たな業態の開発 

にも積極的に取り組んでまいります。 

 

⑤金融関連事業 

株式会社セブン銀行の平成 19 年 2 月末現在におけるＡＴＭ設置台数は 12,101 台（前年同期比 913 台

増）となりました。ＡＴＭ設置地域は 32 都道府県と、セブン-イレブンが本格的に店舗を展開している全地域

においてＡＴＭサービスを提供しております。期中の 1 日 1 台当たり平均利用件数については、提携先や 

ＡＴＭの設置拡大などにより 97 件となりました。また、更なるＡＴＭ網の拡大を目的としてグループ外への 

ＡＴＭ設置の検討にも着手いたしました。 

クレジットカード事業を手がける株式会社アイワイ・カード・サービスにおいては、お客様の認知度の高ま

りに伴いクレジットカード発行枚数が280万枚（前期末比19万枚増）に増加いたしました。また、顧客満足の

向上や新規需要の拡大を目的として 1,500 万人の会員を擁するＡＮＡマイレージクラブのポイントとアイワイ

カードのポイントを相互交換するサービスも開始いたしました。更に、平成19年 4月 23日より当社グループ

独自の電子マネー「ｎａｎａｃｏ
ナ ナ コ

」を東京都内のセブン-イレブン約1,500店舗に導入を開始し、5月末には全国

のセブン-イレブン店舗でご利用いただけるよう、順次、展開地域を拡大してまいります。 

金融関連事業における新たなサービスとして、営業用現金（釣銭）提供サービスを展開する新会社の  

設立に向けた準備にも着手いたしました。 

上記の結果、当期の金融関連事業の営業収益は1,002億9千5百万円（前期比21.9％増）、営業利益は

245億4千7百万円（前期比42.1％増）となりました。 

 

⑥その他の事業 

 その他の事業の当期の業績は、ＥＣ事業、配食事業、不動産事業を営む子会社の貢献などから、営業 

収益 323 億 4 千万円（前期比 63.5%増）、営業利益 16 億 2 千 1 百万円（前期比 100.7%増）となりました。   

とりわけ、前期に子会社化いたしましたＥＣ事業を営むセブンアンドワイ株式会社においては、インター  

ネットビジネスの市場拡大により順調に売上、利益を伸ばしました。 
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２．次期の見通し 

当社グループを取り巻く経営環境については、景気は回復基調を辿るものと思われますが、個人消費に

ついては引き続き楽観できない状況となることが想定されます。 

このような状況において、当社グループは「新・総合生活産業」の実現に向けて既存事業の強化を更に

進めるとともに、百貨店・スーパーマーケット・レストランなどグループ内に複数の事業会社を有する業態  

については、それぞれの事業会社の特長を活かし、グループ全体としての効率を追求してまいります。また、

高齢化の進展やインターネットによる商取引の拡大を事業機会と捉え、各事業会社のインフラやノウハウを

活用しネットとリアルの店舗を融合させた新たな事業を開始いたします。シナジー効果実現に向けた取り 

組みとしましては、昨年より着手したグループ共通の新たなプライベートブランド商品の開発・導入を積極的

に進めてまいります。また、当社グループ独自の電子マネー「ｎａｎａｃｏ
ナ ナ コ

」をグループ内に拡大するとともに、

各社が提供するポイントサービスについても相互利用を可能とすることで、更なる顧客満足の向上に努めて

まいります。 

平成19年3月には、首都圏や関西を中心に雑貨専門店を展開する株式会社ロフトを子会社化いたし  

ました。今後は、「LOFT」ブランドを戦略的に活用するとともにグループにおけるシナジー効果を追求して 

まいります。 

海外事業の展開については、米国のコンビニエンスストア事業において更なるファスト・フードの品揃えの

強化と店舗網の拡大に注力するとともに、7-Eleven, Inc.とセブン-イレブン・ジャパンが一丸となり、新たな

出店エリアへの店舗展開に向けた準備も進めてまいります。 

各事業会社においても競争力の強化に努め、過去の経験にとらわれることなく、常にお客様の立場に 

立った店づくりを目指し、商品・サービス・接客などあらゆる面で革新にチャレンジしてまいります。 

尚、平成 20年 2月期（平成19年 3月 1日～平成20年 2月 29日）の通期業績予想は以下の通りです。 

 

 （単位： 百万円） 

 金額 前期比 

営業収益 5,755,000 7.8%増

営業利益 300,000 4.6%増

経常利益 292,000 3.5%増

当期純利益 150,000 12.4%増

前提となる為替レート US$1=115.00 円  １元＝15.0 円 

 

  （単位： 百万円） 

営業収益 営業利益  

金額 前期比 金額 前期比 

コンビニエンスストア事業 2,330,000 3.6%増 207,000 0.4%増

スーパーストア事業 2,100,000 11.5%増 40,000 37.1%増

百貨店事業 1,084,000 9.7%増 29,000 8.3%増

レストラン事業 123,000 1.1%増 2,000 114.7%増

金融関連事業 125,000 24.6%増 19,500 20.6%減

その他の事業 35,000 8.2%増 2,000 23.3%増

消去又は全社 △42,000 － 500 －

合 計 5,755,000 7.8%増 300,000 4.6%増
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３．財政状態 

（財政状態） 

当期末における総資産は3兆8,091億9千2百万円、負債は1兆8,400億4千3百万円、純資産は1兆9,691

億4千9百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が 2,430 億 6 千万円、減価償却費が

1,326 億 9 千 3 百万円となった一方で、株式会社セブン銀行においてコールローンが 1,313 億円増加した

ことなどにより1,572億9百万円の収入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは店舗の新規出店や

改装、証券化不動産の取得などの有形固定資産の取得による支出が 2,205 億 4 千万円となりましたが、 

株式会社ヨークベニマルを株式交換により完全子会社化したことに伴う収入が 206 億 8 千 6 百万円あった

ことなどから2,359億 8千 3百万円の支出となりました。財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の  

純増減額が 639 億 4 千 5 百万円となりましたが、配当金の支払などにより 372 億 4 千 1 百万円の収入と   

なりました。 

以上により、当期末の現金及び現金同等物は 5,701 億 3 千 3 百万円となりました。 

 

（キャッシュ・フロー指標のトレンド） 

 平成 18 年 2 月期 平成 19 年 2 月期 

自己資本比率（％） 46.8 50.1

時価ベースの自己資本比率（％） 126.3 95.1

債務償還年数（年） 1.6 5.4

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 34.9 14.6

（注） １．自己資本比率： （純資産－少数株主持分）／総資産 

２．時価ベースの自己資本比率： 株式時価総額／総資産 

３．債務償還年数： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

４．インタレスト・カバレッジ・レシオ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

＊各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

＊株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

＊平成 18 年 2 月期においては、ミレニアムリテイリング、およびその子会社は貸借対照表のみを連結しているため、

それらの会社の有利子負債は上記計算に含めておりません。 

 

 

４．事業等のリスク 

 以下において、当社グループの事業等のリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性

のある事項を記載しております。ただし、以下は当社グループの全てのリスクを網羅したものではなく、記

載されたリスク以外のリスクも存在します。 

  

（1）国内市場の動向等 

 当社グループの大部分は、日本国内において事業展開を行っております。そのため、景気や個人消費の

動向など国内の経済状態が、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループ

は、消費者ニーズへの対応の一環として販売計画に基づいた季節商品の取扱・開発を積極的に行ってお

りますが、異常気象により予想外の消費行動の変化が生じた場合、当社グループの業績および財務状況

に影響を及ぼす可能性があります。 

（2）特定の原産地・取引先・製品・技術等への依存 

 当社グループでは、その事業活動において特定の取引先・製品・技術等に大きく依存することのないよう
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その分散化を図っております。しかしながら、商品または原材料の仕入国・地域における政治事変の発生、

テロ・戦争の勃発、自然災害等により、仕入ルートの一部が遮断され、限定的ではありますが、当社グルー

プの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（3）仕入価格等の変動 

 当社グループの販売商品の中には、為替変動の影響を受ける海外仕入商品、原油等原材料価格変動

の影響を受ける商品等外的な要因により仕入価格の変動する商品がありますが、当社グループでは、直接

仕入における為替予約等により、安定した価格で商品供給を受けられる体制を整えております。しかしなが

ら、仕入価格の変動が複数の仕入ルートにおいて生じた場合や急激な為替変動等の特別な外部与件が発

生した場合は、当社グループの業績および財務状況に、限定的ではありますが、影響を及ぼす可能性があ

ります。 

 

（4）商品の安全性および表示 

 当社グループは、関係法令の規制に基づき、食品衛生に関わる設備の充実、取引先を含めた一貫した

商品管理の徹底、チェック体制の確立など、お客様に安全な商品と正確な情報をお伝えするよう努めてお

ります。しかしながら、当社グループの取り組みを超えた問題が発生した場合には、それによる当社グルー

プの商品に対する信頼の低下、対応コストの発生等、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼ

す可能性があります。また、当社グループの商品の安全性に向けた取り組みにもかかわらず当社グループ

の取扱商品について重大な商品事故等が発生した場合は、商品回収や製造物責任賠償が生じることもあ

り、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（5）コンビニエンスストア事業 

 当社グループのコンビニエンスストア事業は主にフランチャイズ・システムからなりますが、同システムは、

加盟店と当社グループが対等なパートナーシップと信頼関係に基づきそれぞれの役割を担う共同事業であ

るため、加盟店もしくは当社グループのいずれかがその役割を果たせないことにより、多くの加盟店との間

で契約が維持できなくなった場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 全世界で 30,000 店を超える「セブン－イレブン」店舗（当社グループの 7-Eleven, Inc.がライセンスを与え

展開されている当社グループ外の店舗を含む）を展開しております。当社グループに属さないエリアライセ

ンシーおよび当該エリアライセンシーが展開する店舗において不祥事その他の事由によりロイヤリティの減

少・売上の減少等が生じた場合、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（6）海外事業 

 当社グループの業績および財務状況は、海外の子会社・関連会社の業績・財務状況の影響を受けます。

海外事業は、当社グループの事業に悪影響を及ぼす法令の改正・規制の変更、経済事情の急変・社会不

安の発生、政治事変の発生、テロ・戦争の勃発、自然災害などにより、影響を受ける可能性があります。 

 

（7）地震等自然災害・事故等 

 当社グループは、安全で快適な店舗づくりという観点から、自然災害や事故等からお客様を守るため、店

舗の耐震性、防災対応マニュアルの整備、避難訓練の実施等、店舗設計や運営において様々な配慮を行

い、平素より想定される事態に対し、できうる限りで対策を講じてはおりますが、地震・台風等の大規模自然

災害により取引先の工場倉庫・輸送手段等が被災し、商品供給が影響を受ける可能性、また特に首都圏

直下型大地震が発生した場合には、店舗その他の事業所の被災による事業活動の一部中断により当社グ

ループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。特に、中核事業であるコンビニエンススト
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ア事業は、国内において高密度多店舗出店（ドミナント方式）による店舗展開を行っており、店舗が集中し

ている地域において大きな自然災害が発生した場合、その影響も大きくなることが予想されます。 

 

（8）情報システム等の事業インフラ 

 当社グループでは、店舗における売上管理やＡＴＭ等の情報システムの運営管理を信頼できる外部業者

に委託しその安全管理体制の構築を図っていますが、自然災害、ソフトウェア・ハードウェアの欠陥等により

システム障害が発生した場合、店舗運営に支障をきたすこととなり、当社グループの業績および財務状況

に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、物流や商品供給等の重要な事業インフラの業務委託先の技術力や収益力等が著しく低下した場

合や当該業務委託先との契約の継続が困難となった場合も、当社グループの業績および財務状況に影響

を及ぼす可能性があります。 

特に、中核事業であるコンビニエンスストア事業は、常に変化し続けるお客様のニーズに対して、取引先

各社と製造・物流・販売・それらを支える情報システムの仕組みを革新しながら、差別化された高品質の商

品や生活をサポートする便利なサービスを構築してきました。このための独自の事業インフラは、フランチャ

イズ・システムの理念を共有する取引先各社と構築しております。そのため、取引先各社との業務上の関係

が維持できない状況が発生した場合、または取引先各社の技術力等が著しく低下した場合は当社グルー

プの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（9）債権管理 

 当社グループは、店舗賃貸人に差し入れた敷金・保証金について抵当権等の担保設定によりその保全

に努めております。しかしながら、店舗貸主の経済条件の悪化、担保物件の価値の下落等が発生した場合、

当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（10）金融事業 

 当社グループでは、クレジットカード事業・銀行事業等の金融事業を行っておりますが、本人確認を厳格

化し、営業貸付金については回収可能性に応じて貸倒引当金を計上し適切な会計処理を行い、また、銀

行事業において信用リスクをＡＴＭによる決済業務および優良な金融機関に対する預け金等に限定するこ

となどにより、信用リスク・事務リスク等のリスクを抑制するよう努めています。しかしながら、貸倒率の増大・貸

出債権残高の増加・貸出先の信用リスクの正確な評価の困難化・予想外の貸倒損失の発生等が、当社グ

ループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、金利や為替の変動に対し迅速かつ機動的な対応がとれるよう、日々モニタリングを実施するとともに

シナリオ別の対策の策定を行っていますが、予想外の規模の変動が生じた場合、資産運用効率が低下し

たり資金調達コストが上昇した場合等、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

 

（11）減損会計・退職給付債務等 

 当社グループでは、減損会計を既に適用しておりますが、今後も、実質的価値が下落した当社グループ

の保有資産（投資有価証券を含む）や収益性の低い店舗等について減損処理がさらに必要となった場合、

当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、当社グループの退職給付債務は、割引率や年金資産の期待運用収益率等の数値をもとに算出し

ていますが、これらの前提となる国内の株価や金利について予想外の変動が生じた場合やそれらにより年

金資産の運用成績が悪化した場合、また、年金制度の変更が生じた場合、当社グループの業績および財

務状況に影響を及ぼす可能性があります。 
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 なお、当社グループの繰延税金資産については、合理的な方法により将来の課税所得を見積もった上で

計上していますが、予想外の国内の経済情勢や消費行動の変動により課税所得の見積を減額する必要が

生じた場合は、繰延税金資産の調整額が費用として計上され、当社グループの業績および財務状況に影

響を及ぼす可能性があります。 

 

（12）店舗開発 

 当社グループの大規模集客施設の出店に際し、「大規模小売店舗立地法」や「都市計画法」等に基づく

規制を受けますが、これらの法律の改正やこれらに関して各都道府県等が定めた規制の変更に伴い、当初

策定した出店計画通りの新規出店や既存店舗の改装等を行うことが困難となった場合や、将来の潜在的な

出店候補地が減少した場合、新たな対応コストが発生した場合は、当社グループの業績および財務状況に

影響を及ぼす可能性があります。 

 また、出店計画に関して、新規出店にあたり策定した出店基準に合致した物件を確保することができない

場合や、出店時には判明しなかった土壌汚染の判明等、出店後の立地環境に変化が生じ出店基準を満た

さなくなった場合は、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。また、当社

グループは、賃借物件の賃料について周辺地価等の諸条件をもとに合理的な賃料を賃貸人との協議によ

り設定していますが、地価の上昇等により賃借物件の賃料が上昇した場合、当社グループの業績および財

務状況に影響を及ぼす可能性があります。なお、流動化を実施している店舗について、不動産価格や金利

の変動等の外部要因により、賃借物件の買い戻しが発生したり店舗の営業に影響が生じた場合は、当社グ

ループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（13）個人情報保護法 

 平成 17 年 4 月 1 日から全面的に施行された個人情報保護法は、個人情報を取り扱う事業者に対して、

個人情報を安全に管理する義務、利用目的を特定し当該利用目的に限定して個人情報を利用する義務

などを定めています。当社グループも金融事業をはじめとして各種事業において多種多様な個人情報を取

り扱っているため、従業員の意識改革を行い、新規保管資材の導入・情報システムのセキュリティ強化など

法の遵守に努めておりますが、当社グループの取り組みを超えた事故等により個人情報の流出が発生した

場合には、当社グループの社会的信用の低下・顧客からの損害賠償請求など、当社グループの業績およ

び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（14）その他法改正 

 消費税法の改正による消費税率の変更や短時間労働者に対する社会保険適用基準の拡大、容器包装

リサイクル法の改正等、各種法令の改正や従来の商慣行が変化した場合、新たな対応コストが発生し、また、

従来の事業内容を変更する必要が生じることとなり、その結果、当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。 

特に、中核事業であるコンビニエンスストア事業は、「家や職場の近くの便利な店」として社会インフラの

一部と認知され、国内では、殆どの店舗が 24 時間営業を行っているため、出店、営業時間および商品・サ

ービス等に新たな法規制が行われた場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（15）重要な訴訟事件等の発生 

 当連結会計年度において、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす訴訟等は提起されておりません。

しかしながら、業績に大きな影響を及ぼす訴訟や社会的影響の大きな訴訟等が発生し、当社グループに不

利な判断がなされた場合には、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 
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（16）ブランドイメージ 

 本編の他の項目に記載している諸事象および子会社・関連会社・フランチャイズ事業における加盟店等

の不祥事により、結果として当社グループ全体のブランドイメージが低下した場合、それによる当社グルー

プに対する消費者の信頼低下、人材の流出、人材確保の困難化等により、当社グループの業績および財

務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 

５．留意事項 

（将来予測に関する記載について） 

本資料には、当社の本資料発表日時点における計画、見通し、経営戦略および経営方針に基づいた

「将来予測に関する記載」が含まれております。この将来予測に関する記載には発表日時点までに入手可

能な情報に基づいた経営判断や前提が述べられております。そのため諸与件の変化により、実際の業績な

どは将来予測に関する記載とは大きく異なる結果となる可能性があります。従いまして本資料における業績

予想などの将来予測に関する記載が、将来にわたって正確であることを保証するものではないことを、ご了

解いただきますようお願い致します。 

 

 

 



連結貸借対照表
（単位：百万円）

当　　期 前　　期

（平成19年2月28日現在） （平成18年2月28日現在）

(資産の部) ％ ％

Ⅰ 流動資産

現 金 及 び 預 金 575,643 619,537

コ ー ル ロ ー ン 131,300 －

受取手形及び売掛金 128,336 110,829

営 業 貸 付 金 72,724 37,562

た な 卸 資 産 159,897 148,913

前 払 費 用 31,010 30,338

繰 延 税 金 資 産 36,700 31,725

そ の 他 141,723 126,132

貸 倒 引 当 金 △ 2,959 △ 2,220

流動資産合計 1,274,376 33.5 1,102,819 32.2 171,557

Ⅱ  固定資産

有形固定資産

建 物 及 び 構 築 物 556,604 502,904

器 具 備 品 175,285 185,749

車 両 運 搬 具 120 111

土 地 564,223 488,152

建 設 仮 勘 定 36,923 23,573

  有形固定資産合計 1,333,157 35.0 1,200,492 35.0 132,664

無形固定資産

連 結 調 整 勘 定 375,301 272,014

ソ フ ト ウ ェ ア 37,162 28,356

そ の 他 66,324 68,599

無形固定資産合計 478,788 12.6 368,971 10.8 109,817

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券 173,206 216,933

長 期 貸 付 金 14,828 21,458

前 払 年 金 費 用 5,965 －

長 期 差 入 保 証 金 463,601 463,238

建 設 協 力 立 替 金 6,174 552

繰 延 税 金 資 産 21,654 26,977

そ の 他 46,010 34,133

貸 倒 引 当 金 △ 9,006 △ 10,977

投資その他の資産合計 722,435 18.9 752,316 22.0 △29,880

固定資産合計 2,534,381 66.5 2,321,779 67.8 212,602

Ⅲ  繰延資産

創 立 費 434 280

繰延資産合計 434 0.0 280 0.0 154

資産合計 3,809,192 100.0 3,424,878 100.0 384,313

金　　　額

増減額

（△は減）

構成比構成比 金　　額金　　　額
科　目

期　別
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(単位：百万円）

当　　期 前　　期

（平成19年2月28日現在） （平成18年2月28日現在）

金　　　額 金　　　額

 (負債の部) ％ ％

Ⅰ 流動負債

支払手形及び買掛金 305,529 285,123

短 期 借 入 金 176,913 114,462

一年内返済予定の長期借入金 61,398 47,832

一年内償還予定の社債 30,000 －

未 払 法 人 税 等 44,925 94,030

未 払 費 用 95,157 88,148

預 り 金 76,010 73,837

販 売 促 進 引 当 金 19,515 17,553

賞 与 引 当 金 14,788 13,609

役 員 賞 与 引 当 金 315 －

銀 行 業 に お け る 預 金 106,167 96,246

そ の 他 166,934 152,014

流動負債合計 1,097,656 28.8 982,859 28.7 114,797

Ⅱ 固定負債

社 債 145,000 115,000

長 期 借 入 金 370,457 368,314

コマーシャル・ペーパー 30,344 41,764

繰 延 税 金 負 債 74,167 77,212

退 職 給 付 引 当 金 3,357 3,433

  役員退職慰労引当金 4,201 3,273

長 期 預 り 金 61,124 57,820

そ の 他 53,733 57,318

固定負債合計 742,386 19.5 724,139 21.2 18,247

負債合計 1,840,043 48.3 1,706,998 49.9 133,045

 (純資産の部)

Ⅰ 株主資本

50,000 －

766,185 －

1,124,892 －

△ 41,309 －

株主資本合計 1,899,768 49.9 － － －

Ⅱ 評価・換算差額等

△ 2,100 －

△ 370 －

9,500 －

評価・換算差額等合計 7,029 0.2 － － －

Ⅲ 少数株主持分 62,350 1.6 － － －

純 資 産 合 計 1,969,149 51.7 － － －

3,809,192 100.0 － － －

（△は減）

増減額

負債及び純資産合計

構成比構成比

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

為 替 換 算 調 整 勘 定

金　額

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

科　目

期　別
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(単位：百万円）

当　　期 前　　期

（平成19年2月28日現在） （平成18年2月28日現在）

金　額 構成比 金　額 構成比

 (少数株主持分)

－ － 114,196 3.3 －

 (資本の部)

Ⅰ － － 50,000 1.4 －

Ⅱ － － 611,704 17.9 －

Ⅲ － － 1,040,613 30.4 －

Ⅳ － － 7,953 0.2 －

Ⅴ － － 6,298 0.2 －

Ⅵ － － △ 112,884 △ 3.3 －

資本合計 － － 1,603,684 46.8 －

－ － 3,424,878 100.0 －

為替換算調整勘定

増減額

（△は減）

金　額

負債､少数株主持分及び資本合計

少数株主持分

資本金

自己株式

資本剰余金

利益剰余金

その他有価証券評価差額金

科　目

期　別
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連結損益計算書
(単位：百万円）

％ ％ ％

[ 5,337,806 ] [ 3,895,772 ] [ 1,442,034 ] 137.0

Ⅰ 4,839,554 100.0 3,437,344 100.0 1,402,209 140.8

Ⅱ 3,568,335 73.7 2,488,509 72.4 1,079,826 143.4

1,271,218 26.3 948,835 27.6 322,383 134.0

Ⅲ 498,252 10.3 458,427 13.3 39,824 108.7

1,769,471 36.6 1,407,263 40.9 362,207 125.7

Ⅳ 1,482,632 30.7 1,162,322 33.8 320,309 127.6

宣 伝 装 飾 費 111,230 87,667

従 業 員 給 与 ・ 賞 与 399,393 328,255

賞 与 引 当 金 繰 入 額 14,755 8,931

退 職 給 付 費 用 10,406 9,925

法 定 福 利 ・ 厚 生 費 46,148 35,549

地 代 家 賃 227,782 167,181

減 価 償 却 費 125,794 93,614

水 道 光 熱 費 93,137 75,230

店 舗 管 理 ・ 修 繕 費 77,517 64,563

そ の 他 376,466 291,402

286,838 5.9 244,940 7.1 41,898 117.1

Ⅴ 10,430 0.2 10,740 0.3 △ 309 97.1

受 取 利 息 及 び 配 当 金 4,583 3,057

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 1,321 1,993

為 替 差 益 － 3,235

そ の 他 4,526 2,453

Ⅵ 15,252 0.3 7,570 0.2 7,681 201.5

支 払 利 息 9,997 5,053

社 債 利 息 1,176 1,309

為 替 差 損 1,326 －

そ の 他 2,751 1,207

282,016 5.8 248,110 7.2 33,906 113.7

Ⅶ 3,873 0.1 7,611 0.2 △ 3,737 50.9

固 定 資 産 売 却 益 2,792 1,843

子 会 社 株 式 売 却 益 － 947

退職給付信託解約に伴う利益 － 895

そ の 他 1,080 913

Ⅷ 42,830 0.9 77,203 2.2 △ 34,373 55.5

固 定 資 産 廃 棄 損 18,781 8,184

減 損 損 失 14,199 31,040

持 株 会 社 設 立 関 連 費 用 － 2,597

公 開 買 付 関 連 費 用 － 20,776

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － 5,789

人事制度改定に伴う割増退職金等 － 6,159

そ の 他 9,849 2,655

243,060 5.0 178,518 5.2 64,542 136.2

99,526 2.0 83,267 2.4 16,258 119.5

1,095 0.0 △ 1,792 △ 0.1 2,887 －

9,019 0.2 9,111 0.3 △ 92 99.0

133,419 2.8 87,930 2.6 45,488 151.7

特 別 損 失

少 数 株 主 利 益

当 期 純 利 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

経 常 利 益

売 上 総 利 益

そ の 他 の 営 業 収 入

営 業 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

[ 営 業 収 益 ]

売 上 高

売 上 原 価

百分比

米国子会社における退職給付制度
改 定 に 伴 う 利 益

前　　期

金　　　額

自 平成17年3月 1日
至 平成18年2月28日

－

前期比

金　額

3,011

増減額
（△は減）

百分比

当　　期

自 平成18年3月 1日
至 平成19年2月28日

金　　　額科　目

期　別
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連結株主資本等変動計算書

当期（自　平成18年3月1日　至　平成19年2月28日） （単位：百万円）

株主資本

 平成18年2月28日残高

 当期中の変動額

利益処分による利益配当

利益処分による役員賞与

剰余金の配当

当期純利益

株式交換による増加

自己株式の取得

自己株式の処分

自己株式の消却

米国子会社の米国基準適用に
伴う増加高

その他

 当期中の変動額合計

 平成19年2月28日残高

評価・換算差額等

 平成18年2月28日残高

 当期中の変動額

利益処分による利益配当

利益処分による役員賞与

剰余金の配当

当期純利益

株式交換による増加

自己株式の取得

自己株式の処分

自己株式の消却

米国子会社の米国基準適用に
伴う増加高

その他

 当期中の変動額合計

 平成19年2月28日残高

△168 

133,419 

217,027 

△23,129 

△128 △128 

1,504 7,652 9,157 

△168 

223,468 △6,440 

62,350 

1,717,880 

△25,792 

△128 

9,157 

－

0 

△59,068 

251,268 

1,969,149 

△51,845 

△51,845 

△49 

114,196 

9,500 

14,251 

△7,222 

7,029 

3,202 

3,202 

△7,222 

△370 

△370 

△10,053 

△10,053 

△2,100 

△370 

△41,309 766,185 50,000 

6,298 -

1,899,768 

1,589,432 

△25,792 

133,419 

－

△168 

217,027 

△23,129 

70,491 

0 

71,575 

△112,884 

1,124,892 

1,040,613 

△25,792 

133,419 

△23,129 

△49 

△70,491 

154,481 

純資産
合計

少数株主
持分

繰延
ヘッジ
損益

611,704 50,000 

株主資本
合計

自己株式
利益
剰余金

株主資本以外の項目
の当期中の変動額(純額)

資本金
資本
剰余金

株主資本以外の項目
の当期中の変動額(純額)

評価･換算
差額等合計

為替換算
調整勘定

その他
有価証券
評価差額金

7,953 

－

△49 

84,279 

0 

310,336 
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項　　　　　目 内　　　　　　　容

    　　⑤　退職給付引当金（前払年金費用）
    　　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に
    　　　おける退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計
　    　　上しております。当連結会計年度末については、年金資
　    　　産見込額が退職給付債務見込額に未認識数理計算上の差
　    　　異を加減した額を超過しているため、超過額を前払年金
　    　　費用に計上しております。また、一部の国内連結子会社
　    　　および米国連結子会社においては退職給付引当金を計上
　    　　しております。
    　　　　なお、数理計算上の差異については、その発生時の従
    　　　業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ
    　　　る定額法により翌連結会計年度から償却処理をすること
    　　　としております。また、過去勤務債務については、その
    　　　発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（
    　　　主として５年）による定額法により費用処理しておりま
    　　　す。
    　　⑥　役員退職慰労引当金
    　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づい
    　　　　て算定した期末要支給額を計上しております。
 (5)　連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の財務諸表の
   　 作成に当たって採用した重要な外貨建の資産または負債の
  　  本邦通貨への換算の基準
    　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場によ
   　 り円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。
    　　在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場に
  　  より円貨に換算し、収益および費用は期中平均相場により円
    　貨に換算し、換算差額は純資産の部の少数株主持分および為
   　 替換算調整勘定に含めております。
 (6)　重要なリース取引の処理方法
   　　 当社および国内連結子会社は、リース物件の所有権が借
  　　主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー
  　　ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
 　　 会計処理によっており、在外連結子会社については、主と
　　  して通常の売買取引に準じた会計処理によっております。
 (7)　重要なヘッジ会計の方法
    　　①　ヘッジ会計の方法
    　　　　原則として繰延ヘッジ処理によっております。特例処理
    　　　の要件を満たしている金利スワップは特例処理によってお
    　　　ります。
    　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象
    　　　　　ヘッジ手段　……　金利スワップ
    　　　　　ヘッジ対象　……　借入金
    　　③　ヘッジ方針
    　　　　金利等の相場変動リスクの軽減、資金調達コストの低減、
    　　　または、将来のキャッシュ・フローを最適化する為にデリバ
    　　　ティブ取引を行っております。短期的な売買差益の獲得や
    　　　投機を目的とするデリバティブ取引は行わない方針であり
　　　　　ます。
    　　④　ヘッジ有効性評価の方法
    　　　　ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段の相場変動を四半
    　　　期毎に比較し、両者の変動額を基礎にして、ヘッジの有
    　　　効性を評価することとしております。特例処理によって
    　　　いるスワップは、有効性の判定を省略しております。
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